
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瑞江葬儀所の建て替え事業者決まる 

火葬炉の老朽化により、３０年余の現施設の

建て替えが決まり、工事は松井建設(株)が選

定されました。新施設は２階建てで、現駐車場

の敷地に建てられ、周辺住民の避難所としても

開放するとの説明です。私は環境・建設委員会

で、工事中の火葬場運営と周辺交通の安全、他

自治体と比べて高額 

である火葬料（現在 

59,600円）の引き 

下げを求めました。 

江 戸 川 区 のまち整 備 計 画  

 

日本共産党 

都 議 団  

 

（FAXも） 

都が浸水対策で前進 

７５ミリ豪雨に耐えうる整備に 

東部低地帯の浸水対策につ 

いて、私は３月の本会議質問 

で求めました。その後、「下水道浸水対策計画

２０２２」が策定され、１０か所の重点地区を都は

新たに公表。それまでの１時間５０ミリ対応から

７５ミリの雨でも内水氾濫を防げるよう、都が

順次整備をする計画です。重点地区には、江

戸川区中央地区も含まれています。 

 

今年度上半期で９万件の給水停止 

水道料金の滞納による給水停止の件数を和泉

なおみ都議が問うたところ、昨年度は１年間で１０

万５千件、そして今年度は９月末までの半年間で

すでに９万件に達していることがわかりました。督

促されても払えない世帯が急増しています。水道

は、ライフラインの中でも、命に直結します。 

お風呂をがまん、節水の実態明らかに 

シングルマザーサポート団体全国協議会が１０

月に実施したアンケートによると、水道料金の滞納

をしている方が１８.９％。「節水のために、お風呂

は週２回」「トイレは３回に 1 回しか流さない」など、

深刻な生活困窮の実態を和泉都議が紹介。これま

共産党都議団の質問 【公営企業会計決算特別委員会・１１/１４全局質疑】 

いのちに直結する給水停止は許されない 
 

では検針員の訪問

で福祉につながる

人もいましたが、ス

マートメータの導

入により、検針員

の訪問を都が今年

Vol.5 2022秋 

度から廃止してしまった影響も大きいです。 

滞納は SOS と受けとめ、救済こそ必要 

日本共産党都議団として 

① 検針員による訪問事業を再開し丁寧な支援 

② 全国で１７０以上の自治体で実施している水道

料金の減免を、東京都でも実施すること 

を知事に強く求めました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
英語スピーキングテスト

の都立高入試への 

導入は中止しかない 

 

１０月７日、中学校英語スピーキングテスト

の都立高入試への活用中止を求める都議会

議員連盟を結成！教員や生徒、保護者ととも

に声をあげています。テスト直前の段階で、

試験監督をバイトで募集するなど、入試とし

て成り立っていない深刻な事態です。東京都

教育委員会の責任は重大です。一刻も早く都

立高入試への導入中止の決断をすべきです。 

 

 

 

Q：会社都合で退職しましたが、離職票を催促

しても送ってもらえません。 

A：会社は離職票を発行する義務があります

が、発行してもらえない場合は、ハローワーク

に相談してください。離職の確認ができれば、

失業手当などの手続きに入れます。 

Q：篠崎公園の園内道路の防護柵が、子ども

が容易にくぐり抜けられる形状で危険です。 

A：視察し、改善が必要と判断。担当部署に伝

えました。何らかの対策をとるとの回答です。 

 

 

 

西多摩の人口２千人の小さな村、檜原村の

山林に多摩地域最大の産業廃棄物焼却施設

計画を比留間運送(株)が申請、都が審査中

です。廃棄物は１日９６トン持ち込まれ、焼却

は２４時間稼働、45ｍの煙突からばい煙が出 

                続けるなど森や多

摩川の源流であ

る川の汚染の危

険があり、村民の

7 割以上が反対

【11/10環境建設委員会・原純子の論戦】 

署名をしています。この一帯は秩父多摩甲

斐国立公園内でもあり、自然破壊は許され

ないと、計画中止を求めました。 

 

【日の出町ソーラーパネル】 

住民合意と独自の規制が必須 

日の出町では、２０１９年、民間事業者に

より、住宅地に隣接する丘陵斜面に、太陽光

発電施設が設置されました。９４００㎡の土

地に２５４４枚の太陽光パネルが敷かれてい

ます。 

土砂災害で道路がふさがれる危険が想定

されるような場所に、都が開発許可を出し

たことに対し、住民から怒りの声が上がって

います。許可の根拠となる自然保護条例は

建築物への規制がなく、太陽光パネル独自

の設置規制の条例を東京都がつくるべき、

と求めました。 

【檜原村産廃施設計画】 

焼却場はいらないと 

村民の７割が反対 

原純子の都政相談より 

 

暮らしのことなど、 

まずご相談ください。 

日本共産党都議団 

０３（５３２０）７２７０ 

 


